
②子育てニーズに応える環境整備
国土交通省の調査では、子育て環境をより整えるための行政の各施策に 6割から 8割程度の人々が期
待を寄せていることがわかった。
特に、子どもが安心して暮らせる地域づくり、保育所など子育てに必要な施設・サービスの充実、子
育てしやすいまちづくり・仕組みづくりといった分野については、 7割超の人々が行政の施策が有効で
あると答えている。

以下、地域における子育て環境について、特に、行政へ高い期待が寄せられている分野を中心に、み
てみる。

（子どもが安心して暮らせる地域づくり）
図表74は、交通事故の死傷事故率について国際比較したものである。我が国における交通事故の死傷
事故率は、減少傾向にあるものの依然として諸外国より高い。図表75は、年齢層別に歩行中の死傷者数
をみたものである。全体の約 2割が15歳以下であり、子どもが歩行中に交通事故に巻き込まれ死傷する
数は、高齢者に次いで他の年齢層より多くなっている（注）。

図表74 交通事故（死傷事故率）の推移（国別）

約３分の１
に改善

依然、２～３倍

0

100

200

300

350

1970

日本 ドイツ 英国 米国
（年）

（件/億台キロ）

資料）国土交通省

死

　傷

　事

　故

　率

2007200019901980

38.6（2005年）

109.0（2007年）

47.6（2006年）

37.0（2006年）

図表75 歩行中の年齢層別死者及
び負傷者数（2009年）
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図表73 地域の子育て環境を整えるために実施する行政の施策の有効度
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問　お住まいの地域について、子どもを生み育てやすい地域とするために、次の行政が実施する施策はどの程度有効だと思いますか。
各項目について、どの程度満足していますか。

第2節 少子高齢化する社会への対応
今後、人口減少とともに少子高齢化も急速に進む。このような社会において、安心してより豊かに子
育てをしたり高齢期を過ごしたりしていくために、地域・社会に求められるものを考える。

1 子育て・高齢期を安心してより豊かに過ごすために
（ 1）子育てニーズに応える環境整備
ここでは、少子化が進展している中で、子育てを行う人々の視点から、地域・社会における子育て環
境の状況や今後求められるものを考える。

図表71 出生数と合計特殊出生率の推移
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資料）厚生労働省「人口動態統計」
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1.26

2008年
出生数　1,091,156人
合計特殊出生率　1.37

①子育て環境に関するニーズの高さ
国土交通省の調査では、子育て環境に関する
ニーズの高さが改めて確認された。
現在の子育て世帯と将来の子育て世帯（注）に、
地域の子育て環境の重要性を尋ねたところ、子
育ての相談体制等ソフト面のみならず、まちの
子どもを連れての歩きやすさなどハード面につ
いても、それぞれ 8割以上の人々が重要である
と答えている。他方で、これらの子育て環境が
地域に整っているとの認識は 6割未満となって
いる。さらに詳細にみると、将来の子育て世帯
の方が、現在の子育て世帯より、子育て環境へ
の満足度が低くなっている。
子育て支援の観点のみならず、将来の子育て
世帯の不安要素を軽減するといった少子化対策
という観点でも、地域の子育て環境を整えてい
くことが求められる。

図表72 地域の子育て環境に関するニーズ（重要
度と満足度の分布）
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問　お住まいの地域において、子どもを生み育てるにあたり、各項目
について、あなたはどの程度重要だと思いますか。またどの程度
満足していますか。

100
（％）
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（注）ここで、「現在の子育て世帯」とは、国土交通省の調査において未就学児（ 0歳から 7歳未満）をもつと答えた
人々であり、「将来の子育て世帯」とは、子どもの誕生の予定がある、または、子どもをいつかもちたいと答えた
人々である。

（注）人口1,000人当たりの歩行中の死傷者数を年齢層別にみると、65歳以上は0.76人、15歳以下は0.74人であり、他の
年齢層より高くなっている。
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（子育てしやすいまちづくり）
子育てのしやすいまちづくりとして、子どもの遊び場が必要である。
遊び場の確保に当たっては、身近な都市公園の整備を推進するとともに、老朽化した遊具等の点検・
修繕など安全性の維持・確保も必要である。水辺空間は、川辺の生物や草木といった自然に親しみなが
ら子どもが遊べる場であり、安全性を備えた親水空間を確保することも求められる。

図表78 子どもが親しむことのできる水辺空間

水辺に近づける河岸整備

ワンド

桐生川水辺の楽校
（栃木県桐生市）

（注）「水辺の楽校プロジェクト」では、水辺における環境学習や自然体験活動を進めるに当たって河川の整備が必要な場合に、自然の状態
を極力残しながら瀬や淵、せせらぎ、ワンド等の自然環境を保全・復元するとともに、子どもたちが安全に自然に出会えるよう河岸
等へのアクセス性の改善等を行っている。2009年度末現在、全国で279箇所が登録されており、各地域の特色を活かした様々な取組
みが展開されている。

資料）国土交通省

小学校

子どもを連れて外出しやすいまちづくりを進めることも重要である。
特に乳幼児は、外出中にケ
アが必要となる場面もあ
り（注 1）、これに配慮した環
境づくりが求められる。例え
ば、まちなかや駅ナカ・周辺
など子育て世帯が頻繁に出向
くところに、公共施設や商業
施設など地域の既存施設を活
用して子育てしやすい空間づ
くりを行うなどの取組みが大
切である（注2）。

子育て世帯にとっては、日常利用する道路における交通安全対策や防犯対策について、交通規制や防
犯パトロールなどソフト面の対策のみならず、交通安全施設や防犯設備の整備などハード面の対策が大
切である（注）。
交通安全対策として、特に子どもがより多く通ると考えられる通学路等において重点的に歩道の整備
に取り組むとともに、歩道と車道を容易に見分けられるよう歩道のカラー舗装にも取り組むことが重要
である。広域的な観点からは、住宅地内においてハンプの設置・速度規制等により車両の速度を制限し
たり通過交通が流入しないよう誘導したりするなど、生活道路を面的な空間ととらえ、対策を進めるこ
とが大切である。

図表76 安心して歩行できる空間の整備
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【経路対策】【幹線道路対策】
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交差点の立体化

ハンプの設置

路肩のカラー化

歩道整備

対策名　道路管理者の対策
対策名　公安委員会の対策

住宅地

学校

防犯対策として、人の目を確保する地域づくりも有効である。
道路、公園等の植栽等について周囲からの見
通しを確保するよう配慮したり、学校、駐車場
等の外周の柵等を見通しのよいものにするな
ど、犯罪を未然に防ぐよう取り組むことが大切
である。また、住宅地における通過交通の抑制
は、交通安全のみならず、不審者が流入しにく
くなるほか、住民の屋外活動が活発になる環境
が整うなど治安面でも有効であると考えられ
る。

今後とも、子どもが安心して暮らせる地域づくりが求められる。

（注）子育て世帯の安全・安心に対する満足度を高める上で、交通安全対策や防犯対策は重要な要素であること、また、
交通安全施設や防犯設備の整備などハード面の対策がより有効であるといった検証がある（国土交通政策研究所
「子育てに適した居住環境に関する研究」）。

図表77 防犯対策としての地域づくり（小学校周
辺道路の整備検討例）

資料）防犯まちづくり関係省庁協議会

図表79 子育て支援拠点を創出するまちづくり（江東区における例）

携帯のサイトから、例えば、「亀戸駅周
辺地区」で検索をすると、駅から
500m以内で6件の情報が検索される。

保育園などではインターホ
ンで「授乳（オムツ替え）で
す。」と伝えれば利用できる

通常は女性トイレ内のパウダースペース、オムツ
替えシートと椅子・簡易なカーテンを利用するこ
とで授乳スペースとしても活用ができる。

亀戸駅構内

6.保育園

遊ぶスペー
スと授乳室

3.薬局内

授乳のための低めのお湯
の温度設定の給湯施設

・江東区では、「授乳・オムツ替えの場所を提供でき、男女の区別
なく無料で利用できること」を満たす空間を「赤ちゃんの駅」と
して登録。
・シンボルマークにて周知を図るとともに携帯のサイトから検索
できる取組みを実施。保育園、公共施設、商業施設等で131箇所
（2010年2月現在）が登録。

（注 1）乳幼児は、移動においてベビーカーが必要であったり、食事については授乳施設や給湯施設が必要になったり
するなど、まちづくりの観点でのニーズがある。なお、ベビーカーでの外出しやすいまちづくりとして、バリアフ
リー化の状況については、第 2章第 2節図表87「バリアフリー化の状況」参照。

（注 2）国土交通省「安心して子育てができる環境整備のあり方に関する調査研究」（平成22年）。
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（子育てしやすい仕組みづくり）
子育てのための時間的ゆとりの確保に向けた取組みも大切である。
1日当たりの労働時間・通勤時間が長いほど、家族と過ごす時間は少なくなる傾向にある（注 1）。時

差通勤や職住近接、テレワーク等の促進により、通勤時間など仕事に関連する時間を軽減したり、より
柔軟な働き方を可能としたりする環境を整えることも重要である。また、輸送機関における通勤混雑率
は改善されてきているものの、特に大都市部において依然として高い状況にあり（注 2）、子どもを連れ
ての通勤等に対応する観点からも更なる混雑率緩和の取組みが期待される。

（ 2）高齢期ニーズに応える環境整備
序章・第 1章でみたように、我が国では高齢化が急速に進展している。ここでは、私たち一人ひとり
の立場から65歳以上の高齢者として過ごすことに焦点を当て、今後求められるものを考える。
①外出意向と取り巻く環境
（65歳からの暮らしぶり）
国土交通省の調査において、65歳からの暮らし方について考え方を尋ねたところ、現在65歳未満の

人々より65歳以上である高齢者の方が、地域や社会と積極的に関わり合いたいと考えている人が多かった。

図表82 65歳以上になったときの地域や社会との関わり合いに対する考え方

65歳未満

65歳以上

Aに近い Aにやや近い Bにやや近い Bに近い
0 20 40 60 80 100（%）
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7.2 43.5 40.4 9.0

54.7 32.1 5.1

問　あなたが65歳以上になったときのライフスタイルとして、あなたの考えにあてはまるものはどれですか。65歳以上
の方は、理想のライフスタイルとしてあてはまるものをお答え下さい。

資料）国土交通省

Ａ．地域や社会と
積極的に関わ
り合いたい

Ｂ．地域や社会か
ら距離をおい
て暮らしたい

また、現在の日々の暮らしぶりについて、買い物や友人と会うための外出頻度を尋ねたところ、現在
65歳未満の人々より高齢者の方が、頻度が高くなっている。さらに、自由時間の過ごし方を尋ねたとこ
ろ、65歳未満の人々は平日に比べて休日に旅行したり日帰りで遠出したりしている一方で、高齢者は平
日も休日も大差なく旅行したり日帰りで遠出したりしていることがわかる。

（注 1）総務省「社会生活基本調査」特別集計によると、例えば労働時間と通勤時間の合計時間が 8時間から10時間未
満である男性雇用者について、家族と過ごす時間が 2時間未満である割合は約25％である一方、合計時間が14時間
以上では約55％となっている（内閣府「国民生活白書」（平成19年））。

（注 2）混雑率は、最混雑時間帯 1時間の平均であり、首都圏は171％、中京圏は146％、近畿圏は133％となっている
（2007年、「大都市交通センサス」）。ここで、首都圏、中京圏、近畿圏とは、東京駅、名古屋駅、大阪駅までの鉄道
所要時間が 2時間以内（中京圏は 1時間30分）の地域であり、かつ、首都圏は東京都23区、中京圏は名古屋市、近
畿圏は大阪市への通勤・通学者比率が 3％以上かつ500人以上を満たすような市町村（これらの行政区と連担する行
政区を含む。）である。なお、混雑率180％は、折りたたむなど無理をしなければ新聞を読めない状況で、150％は、
拡げて新聞が読める状況である。

（子育てに必要な施設の立地、アクセスの確保）
図表80は、子育てに必要な施設についてみたものである。保育所定員は近年着実に伸びているもの
の、待機児童数は依然として2.5万人程度となっている。人口当たりの保育所数は人口規模が大きくな
るほど少なく、待機児童率は三大都市圏において高くなっている（注 1）。小児科医療サービスについて
も、地域によって差異があることがうかがえる。

図表80 子育てに必要な施設の状況
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資料）厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査の概況」（平成20年）資料）厚生労働省「社会福祉施
設等調査」より国土交通省
作成

これらの施設については、量的拡大のみならず立地やアクセスもみる必要がある。
自宅から最寄りの保育所への距離は、
地方圏において三大都市圏より長くなっ
ており、三大都市圏においてもその距離
が500m未満である世帯は 4割程度となっ
ている（注2）。

また、子どもを預かる施設や病院への“通いやすさ”は、子育て世帯の住環境を向上させる上で大切
である（注 3）。保育所や病院など子育てに必要な施設については、その量的拡大やサービスの充実のみ
ならず、子育てをする人々が利用しやすい立地やアクセスの確保を図ることが重要である。利用する
人々にとっては、自宅と職場の往復といった日々の生活における動線に子育てに必要な施設があること
が望ましい（注 4）。近年、駅ビルに保育所や病院を設ける鉄道事業者や、社内保育所を設ける企業等が
増えつつあるが、子育て世帯の共働き率が増える中、今後とも子育てに必要な施設の利便性の高い立地
の確保について十分配慮していくことが必要である。

（注 1）第 1章第 2節図表40「都道府県別生活の諸条件」参照。
（注 2）子どもを預かる施設までの距離について 5分ごとに人々の効用をみた場合、自宅から 5分であれば効用は高い

が、その距離が10分、15分となると効用が大きく落ち込むといった検証がある（国土交通政策研究所「子育てに適
した居住環境に関する研究」）。

（注 3）住環境の各要素のうち、保育、教育、医療に関する住環境の総合的な満足度を高める効果があるものとして、
「子どもがかかりつけの病院または診療所の通いやすさ」、「子どもを預かる施設の通いやすさ」は、「保育園などの
子どもを預かるサービス・制度」より効果が大きいといった検証がある（国土交通政策研究所「子育てに適した居
住環境に関する研究」）。

（注 4）例えば、東京都における認証保育所（計493箇所、2010年 3 月現在）の最寄り駅からの距離は、駅から徒歩 3分
以下は35.7％、 3分〜 5分以下は36.9％、 5分〜10分以下は16.6％、10分〜15分以下は7.3％、15分〜は3.4％となって
いる（東京都資料）。

図表81 最寄りの保育所までの距離別世帯比率
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資料）総務省「住宅・土地統計調査」（平成20年）より国土交通省作成
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（外出しやすいまちづくり）
安全で快適に外出できる生活環境は、暮らしの根幹である。特に高齢者にとっては、自宅を一歩出て
から目的地で用事を済ませ、再び自宅に戻るまでの間、階段等があると負担になったり、少々の段差で
も転倒への不安要素になったりすることが考えられる。誰もが安心して社会参加ができ快適に暮らせる
ような環境を整えるため、外出しやすいまちづくりの更なる推進が必要である。まちなかを安心して通
行できるよう、幅の広い歩道の整備や歩道の段差、勾配の改善を行ったり、ベンチ等を設置し休憩でき
るようにしたり、駅やバスターミナルなど旅客施設にエレベーターを設置するなどの対応が求められ
る。バリアフリー化の進捗状況については、歩道の段差解消、旅客施設における取組み（注）、建築物の
バリアフリー化等、着実に整備されつつある。他方で、例えばノンステップバスの導入率は、三大都市
圏に比べて地方圏は低い状況が続いているなど、地域差がある状況にある。
誰もが安心して社会参加ができ快適に暮らせるような取組みが今後とも求められる。

図表86 外出しやすいまちづくり
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図表87 バリアフリー化の状況
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（注）１　道路：1日当たりの平均利用者数が5000
人以上の旅客施設周辺等における主な道路の
うち、バリアフリー化されたものの割合

　　 ２　建築物：床面積2000平方メートルの特定
建築物の総ストック数のうち、バリアフリー
化された建築物の割合

　　 ３　旅客施設：鉄軌道駅・バスターミナル・旅
客船ターミナル・航空旅客ターミナルで1日
当たりの平均利用者数が5000人以上のもの
のうち、段差が解消されたものの割合
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図表83 年齢別外出頻度
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問　日常的な買い物のために、どの程度外出していますか。また、
友人と会うために、どの程度外出していますか。

図表84 年齢別平日と休日の余暇の過ごし方
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問　平日、休日の余暇の時間は主にどのように過ごしますか。よく行う活
動について、あてはまるものをすべて選んで下さい。

国土交通省の調査では、65歳以上の人々が暮らしやすい地域とするために行政が実施する施策とし
て、特に「外出しやすいまちづくり」、「公共交通の確保・サービスの充実」について有効であると考え
ていることがわかった。

図表85 65歳以上の人々が暮らしやすい地域とするために行政が実施する施策の有効度
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61.2

問　お住まいの地域において、これから65歳以上の人が暮らしやすい地域とするために、次の行政が実施する施策として、
有効だと思うものをすべてお選び下さい。

資料）国土交通省

65歳からの暮らしぶりについては、外出を支える環境づくりに対する行政への期待がうかがえる。高
齢者の外出を取り巻く環境は、現在、地域・社会においてどの程度整っているのか、以下みる。

（注）駅のバリアフリー化により、子育て世代・高齢者の 2割近くが駅周辺の商店街での買い物の機会が増えているこ
と、また、駅の乗降客数（定期外）が 4〜 7％増加するといった効果が検証されている事例もみられる（国土交通
政策研究所「三世代共生ユニバーサル社会の構築に向けた調査研究」）。
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今後、自動車に過度に依存する傾向が続くと、高齢化が進展する中、自動車を利用できなくなった場
合に外出できないといった懸念も生じる。誰もが安心して暮らすことができるよう、地域における移動
手段の確保に向けた取組みが求められる。
国土交通省の調査において、移動等に対する人々の考え方を尋ねたところ、「個人が負担するコスト
は増加しても電車やバス等公共交通機関を充実させる」との考え方が、「個人が負担するコストはその
ままで現状よりサービス水準が低くなっても我慢する」との考え方を上回った。この傾向は、特に高齢
者において強い。公共交通の再生が求められる（注）。また、地域の足を確保する観点では、最近では、
デマンド交通も普及しつつあるが、これは自宅と目的地を柔軟かつニーズに沿った時間設定でつなぐも
のであり、地域特性や人々の需要にきめ細やかに対応することが期待される。さらに、地域の住民同士
で送迎し合うことも方策の一つである。自動車への依存度が高い地域において、自動車が利用できな
かったり、送り迎えをしてくれる家族がいなかったりする人々に対して、助け合いの視点により地域全
体で人々の移動を支えていく観点も重要である。
他方で、移動に困らないまちなかに居住したり、宅配等のサービスを利用したりすることも考えら
れ、総合的な取組みが必要である。

図表90 暮らしや移動に対する考え方

問　あなたの居住地域で現在の水準での公共交通の運営が困難になった場合のあなたの暮ら
しや移動に対する考え方として、もっとも近いものをお選び下さい。
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図表91 デマンド交通
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（地域の足の確保）
高齢者が外出するに当たっては、その手段をどう確保するかも課題となる。積極的な外出意向があっ
ても、地域の公共交通機関の状況などおかれた環境により外出の可否が制限されることは望ましくな
い。
国土交通省の調査において、高齢者の移動を取り巻く環境と外出の頻度の関係をみたところ、両者は
関連性があることがうかがえた。公共交通が便利なところに住んでいる高齢者の方が、多頻度にて日常
的な買い物のために外出している。

図表88 高齢者の移動を取り巻く環境と外出頻度
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問　日常的な買い物のために、どの程度外出していますか。

一方で、公共交通の利用率には地域差がある。
図表89は、人々の主な移動手段の利用状況をみたものであるが、人口密度が低い地域において、公共
交通の利用率が低い水準にあるとともに、自動車の利用率は近年高まっている。また、特に地方圏にお
いて、移動を取り巻く環境として公共交通の利便性が確保されていない状況がうかがえる（注）。

図表89 公共交通の利用率と自動車の利用率
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資料）国土交通省「全国都市交通特性調査」（平成17年）

人口集中地区人口密度（人/ha）

利用率（％）

1999年自動車 1999年公共交通2005年自動車 2005年公共交通

（注）国土交通省が2008年11月に実施した調査によると、公共交通が整備されていることについての重要度は、公共交
通の利用頻度にかかわらず高くなっており、公共交通サービスの確保がセーフティーネットとして位置づけられ、
安心感の醸成につながっていることがうかがわれる。

（注）国土交通省の調査において、移動をとりまく環境について尋ねたところ、「電車やバス等の公共交通が便利なとこ
ろに住んでいる」と答えた人は、三大都市圏で71.7％、地方圏で39.9％となっており、「車やオートバイを保有して
おり、自分で運転ができる」と答えた人は、三大都市圏で54.4％、地方圏で70.9％となっている。
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（安全に暮らせる住まいの確保に向けて）
高齢期に向けて、安全な住まいを確保することは重要である。住み慣れた我が家で暮らし続けるた
め、バリアフリー化など高齢期ニーズへの対応が必要となる。

図表94 バリアフリー化
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（平面図）

ホール
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スノコ
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資料） 国土交通省

また、高齢期ニーズに対応した住宅に住み替えることも考えられる。住み替えについては、例えば、
子育て世代は広さを求める一方で、高齢者世代は広さよりバリアフリー化を必要とするなど、住宅への
ニーズが世代によって異なるという側面をとらえてマッチングを図ることにより、既存の住宅ストック
を有効活用する視点も大切である。

図表95 高齢者世帯と子育て世帯の住み替え需要マッチング

　

高齢者世帯等 子育て世帯等へ

異常に空き家が生じた場合の
リスクに対する保証

賃料

借り上げ

賃料

高齢者居住安定基金

賃貸
（定期借家契約を活用）借上げ主体

準備金

○高齢期に適した
住宅への住み替え

○Uターン等による
地方への住み替え

※高齢者等が民間賃貸住宅に入居する際の家賃債務保証、
高齢者が住宅リフォーム資金を死亡時一括償還方式で借
入れる際の債務保証と併せて活用

（賃料差額の一部を
留保して、空き家
リスクに備える）

※借り上げ主体は高齢者の
死亡時まで継続して契約

資料） 国土交通省

②安全に暮らせる住まいの重要性
（65歳からの生活における危険）
前述の通り、65歳以上でも積極的な外出意向があるなど“元気な高齢者像”がうかがえたが、一方
で、高齢期は一括りに捉えることはできない。
例えば、自宅で転倒したことのある高齢者は、65歳以上69歳以下では約 9％であるが、85歳以上では
4人に 1人にまで増加している。さらに、家庭内における転倒・転落を原因とした死亡事故について
も、65歳以上69歳以下と、75歳以上79歳以下では、 2倍以上もの差がある。住み慣れた我が家にも、歳
を重ねるにつれて危険な要素がでてくることがうかがえる。

図表92 住まいの危険
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（注）人口動態統計より「家庭内」における「転倒・転落」によ
る死亡者数のうち、「スリップ、つまづき及びよろめきによる
同一平面上での転倒」及び「階段及びステップからの転落及び
その上での転倒」を抜粋し、年代別の日本人人口で除したもの。
資料）厚生労働省「人口動態統計（平成20年）」、総務省「人口
統計（平成21年）」より国土交通省作成
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11.3
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（注）「転んだことがある」とは、「この1年間に一度だけ転んだ
ことがある」又は「この1年間に何度も転んだことがある」
と回答した者を足し合わせたもの。

資料）内閣府「高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査」（平
成17年）より国土交通省作成

（歳）

また、国土交通省の調査において、65歳からの暮らし方について考え方を尋ねたところ、現在65歳以
上である高齢者は自宅に住み続けたいとの意向が強いことがわかった。一方で、住宅における高齢者の
ための設備については、築年数の古い家では半分も整っていない。

図表93 自宅に住み続けたい意向と住まいの設備
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資料）国土交通省

Ａ．現在の自宅に
住み続けたい

Ｂ．高齢期のニーズ
に合わせて住み
替えたい

Aに近い Aにやや近い Bに近いBにやや近い

問　あなたが65歳以上になったときのライフスタイルとして、
次の項目のうち、あなたの考え方に当てはまるものはどれで
すか。65歳以上の方は、理想のライフスタイルとしてあて
はまるものをお答えください。

高齢者等のための設備がある

うち、廊下などが車いすで通行可能

うち、手すりがある

うち、段差のない屋内

うち、またぎやすい高さの浴槽

うち、道路から玄関まで
車いすで通行可能

住宅における高齢者等のための設備（建築の時期別）

資料）総務省「住宅・土地統計調査」より国土交通省作成
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また、高齢化による課題の一つに、まち全体の高齢化があげられる。第 1章でもみたとおり、全国的
にみれば小規模な地方公共団体において高齢化率は高い（注）が、例えばニュータウン等の団地の高齢化
といったように、局所的に高齢化率が高くなり、まちづくりの観点から対応が求められる場合もある。

図表99 団地の高齢化（千里ニュータウンの例）

高齢化の状況 高齢化に対するNPOの取組み例

まちあるきイベント

高齢期の住まいづくり

住み替え相談

地域内交流

凡例 
65歳以上親族がいる世帯割合

30%未満
30%以上40%未満
40%以上50%未満
50%以上
秘匿地域
NT外のエリア

（注）　千里ニュータウン内は高齢化が進展している。まちの成熟化とともに、自治会等従来の地縁組織に加え、NPOや市民活動団体
が多様な取組みを展開している。

資料）国勢調査より作成

・住み続ける上での困りごと（家の修繕等）や住み替え
る上での困りごと（住宅・施設さがし、引っ越し、家の
売却等）の相談、高齢者住宅・施設のデータベース
づくり、人材バンクづくり等

・千里ニュータウンや再生された団地を案内し、千里
への理解の促進を通じた団地再生への取組み等

・千里に住む海外からの留学生を招き、自国の街や住
まい、暮らしなどについて話すことを通じた、地域内
交流の促進等

（人とのつながりへのニーズ）
国土交通省の調査において、人とのつながりの程度について尋ねたところ、家族など血縁的なつなが
りについては 4人に 3人の人が十分であると答えている一方で、地域とのつながりについては半数程度
の人が十分ではないと考えていることがわかった。

図表100 人とのつながりの程度
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地域のつながり
（近隣住民、自治会など）
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（勤務先、取引先など）
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（親・子・祖父母・兄弟姉妹）

十分である 十分ではない 該当するつながりがない わからない資料）国土交通省

問　次の関係にある方々とあなたとのつながりはどの程度でしょうか。

2 つながりがもたらす豊かな少子高齢化社会
豊かな少子高齢化社会を形づくるためには、前項でみた行政等による子育て支援や高齢者対策のみな
らず、地域・社会全体での取組みがなければ成り立たない。ここでは、子育て世帯・高齢者世帯とこれ
を取り巻く地域コミュニティの観点から、今後求められるものを考える。

（孤立化の可能性）
今後の少子高齢化する社会においては、生産年齢人口の
割合が減少し、これまでの社会とは異なる対応が求められ
る。
世帯の状況をみると、近年、単身高齢者世帯が増加して
いる。また、三世代世帯の割合が低下する（注1）とともに、
共働き世帯は増加傾向にあるなど（注 2）、子育て世帯の状
況も変化していることがうかがわれる。世帯の個別化の傾
向が続くと、個々人の単位で生活する人々が増えることと
なる。このとき地域・社会との関わりが薄ければ、特に単
身高齢者は孤立化する可能性も生じうる（注 3）。世帯とい
う血縁的なつながりのみならず、地域・社会全体において
支えていくことも重要である。

図表98 雇用者の共働き世帯の推移
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（注）1　1980年から2001年は総務省「労働調査特別捜査」（各年2年。
ただし、1980年から1982年は各年3月）、2002年以降は「労
動力調査（詳細集計）」（年平均）より作成。

　　 2　「男性雇用者と無業の妻からなる世帯」とは、夫が非林業雇用者で、
妻が非就業者（非労働力人口及び完全失業者）の世帯。

　　 3　「雇用者の共働き世帯」とは、夫婦ともに非農林業雇用者の世帯。
資料）総務省「労働力調査特別調査、労働力調査詳細集計」

図表97 高齢者を含む世帯の構成の推移
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（注）三世代世帯とは、世帯主を中心とした直系三世代以上の世帯
資料）厚生労働省「厚生行政基礎調査報告」、「国民生活基礎調査」

より国土交通省作成

図表96 年少人口と老年人口の合計の
割合と生産年齢人口の割合
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資料）国立社会保障・人口問題研究所｢人口統計資料集
2010｣より国土交通省作成

（注 1）三世代世帯は、1989年に14.2％であったが、2009年には8.4％となっている（厚生労働省「国民生活基礎調査」）。
（注 2）夫婦と子どものいる世帯（妻の年齢39歳以下）について、末子の年齢別に妻の有業率を2002年と2007年でみる

と、末子が 3歳未満では29.1％から33.1％へ、 3 歳から 5歳では46.1％から51.8％へ、 6 歳から 8歳では58.0％から
62.4％へ、 9歳から11歳では68.6％から71.6％へと、それぞれ上昇している（総務省「就業構造基本調査」）。

（注 3）単身高齢者の生活時間（睡眠時間を除く）を一緒にいた人別にみると、一人でいた時間が12時間 2分で、睡眠
を除く生活時間の76.8％を占めている（総務省「社会生活基本調査」（平成18年））。 （注）第 1章第 2節図表27「市町村の人口規模と高齢化率（2005年）」参照。

50 国土交通白書

第2節 少子高齢化する社会への対応

51国土交通白書

第2節少子高齢化する社会への対応

第
2
章

第
2
章



地域活動をきっかけとして、地域とのつながりをもつことも考えられることから、取り組みやすい地
域活動から参加したり、NPO等の団体による子育て支援や高齢者との交流などに協力したりすること
により、世帯や世代間のつながりを創出していくことが大切である。その際、交流の場として空き家な
どのスペースを活用し、地域の子どもやその親を支援することなども考えられる。

図表104 子育てを支援する交流拠点
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・住宅地内の未利用スペースを活かしたコミュニティミックスの促進

地域の活性化
各世代の活き活きとした生活の実現

住宅地内に交流スペースを確保

資料）国土交通省

（つながりを活かした地域づくり）
人とのつながりへのニーズもある中、地域・社会全体で子どもや高齢者を見守り支えていく取組みが
求められている。特に、世帯の個別化の傾向が続く中では、子育て世帯、高齢者世帯を取り巻く地域コ
ミュニティによって、地域全体による温かい子育て環境を醸成するとともに、高齢化がもたらす課題に
対応していくなど、豊かな少子高齢化社会を形づくるべく取り組んでいくことが重要である。今後と
も、人とのつながりの中で、少子高齢化時代の地域づくりに取り組んでいくことが求められる。

また、高齢者は他の世代に比べ、地域とつながっておくことで災害など緊急時に助けてもらったり
日々の暮らしを充実させたりすることへの期待が高いことがうかがえた。また、今後、地域とのつなが
りを強めたいという意向は、子育て世帯において高くなっている。

図表101 地域とのつながりに対する意向
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問　地域とあなたとのつながりは、今後どのようになっていくことを希望しますか。
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資料）国土交通省

人との付き合い方は、対面に加えてインターネット等ITを利用したものも盛んになっている。他方
で、国土交通省の調査において、現在でも多くの人々が対面で会う場が必要であると考えていること、
また、地域の人々とのつながりを強化するために顔を合わせるような機会やつながろうとする個人の意
識が最も必要であると考えていることがわかった。

図表102 人との付き合い方に関する考え方

人との付き合いには、face to 
face（対面）で会う場が必要で
ある

どちらかと言えば、人との付き合
いには、face to face（対面）で
会う場が必要である

どちらかと言えば、人との付き合
いには、インターネット（メール・
ホームページ、ブログなど）などの
利用を好む

人との付き合いには、インター
ネット（メール・ホームページ、ブロ
グなど）などの利用を好む

問　あなたの生活における価値観として、近いものはどれですか。

資料）国土交通省

23.6％23.6％
3.9％3.9％

20.1％20.1％

52.4％52.4％

図表103 地域のつながりを強めるために必要なもの
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問　近隣住民や自治会等における地域の人々とのつながりを強化するために、
足りないものはなんですか。あてはまるものをすべてお選びください。
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